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公益財団法人京都大学 iPS 細胞研究財団 iPS 細胞実用化推進基金規程 
 

（設置） 

第１条 公益財団法人京都大学 iPS 細胞研究財団（以下「財団」という。）に iPS 細胞実用

化推進基金（以下「基金」という。）を置く。 

 

（目的） 

第２条 基金は、広く社会から寄付を受け入れることにより、財団が実施する iPS 細胞の臨

床応用のための支援、推進、研究開発、細胞製造、普及活動等を通じた、日本国内及び海

外における教育、研究及び医療の発展に資することを目的とする。 

 

（事業） 

第３条 基金は、前条の目的を達成するため、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関

する法律（平成１８年法律第４９号）第２条第４号に規定する公益目的事業のうち、財団

が実施する次の各号の公益目的事業に充てることとする。 

（１）細胞製造、品質評価、細胞保管管理及び細胞調製施設の管理・運営 

（２）研究開発 

（３）研究開発及び臨床応用に対する総合的支援 

（４）研究助成事業 

（５）知的財産・契約及び広報等に関わる業務の支援 

（６）教育訓練及び人材育成 

（７）産学官及び国際交流等を通じた情報共有及び情報発信 

（８）その他公益財団法人京都大学 iPS 細胞研究財団定款第３条の目的を達成するため

に必要な事業 

 

（基金の構成） 

第４条 基金は、寄付者が基金に組み入れることを指定した寄付財産、基金内の財産を買い

替えて取得した財産、次条に定める基金運営委員会において基金に組み入れることを決

定した財産及びそれらの運用益をもって構成する。 

 

（基金運営委員会） 

第５条 財団に、基金の運営に係る次の各号に掲げる事項を行わせるため、基金運営委員会

（以下「委員会」という。）を置く。 

（１）基金の事業計画に関する事項を審議すること。 

（２）基金の予算及び決算に関する事項を審議すること。 

（３）重要な財産の基金への組入れ及び受入れに関する事項について理事会に意見を述
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べること。 

（４）現金以外の財産（重要な財産を除く。）の基金への組入れ及び受入れに関する事項

を審議すること。 

（５）その他基金の管理運営に関する重要事項を審議すること。 

２ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組織する。 

（１）理事長が任命する専務理事 １名 

（２）事務局長又は事務局長補佐 

（３）社会連携室長 

（４）財務室長 

（５）その他理事長が必要と認める者 若干名 

３ 前項第５号の委員は、理事長が委嘱する。 

４ 第２項第５号の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

５ 委員会に委員長を置き、第２項第１号の委員をもって充てる。 

６ 委員長は、委員会を招集し、議長となる。 

７ 委員会の議事については、議事録を作成するものとし、委員長及び出席した委員の中か

ら委員長が指名した者２名が、議事録に署名、記名押印、電子署名又は電子押印をするも

のとする。 

８ 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、委員会が定める。 

 

（財産の組入れ及び受入れ） 

第６条 重要な財産の基金への組入れ及び受入れは、委員会の意見を聴いたうえで理事会

が決定する。 

２ 現金以外の財産（重要な財産を除く。）の基金への組入れ及び受入れは、委員会が決定

する。 

３ 現金（重要な財産を除く。）の基金への組入れ及び受入れは、専務理事が決定する。 

４ 専務理事は、前項の組入れ及び受入れについて、毎年、委員会へ報告するものとする。 

 

（基金の支出方針） 

第７条 基金内の財産（運用益を含む。）の用途については、委員会が決定する。 

 

（基金の運用） 

第８条 財団は、より効果的に事業を推進する必要が認められる場合、委員会の決議により、

寄付者が買換えを認めていない寄付財産を除き、基金内の財産を他の財産に買い換える

ことができる。この場合、買換えにより取得した財産は、引き続き基金に組み入れて管理

運用する。 
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２ 前項の買換えにより、運用を目的とした有価証券等を取得した場合は、公益財団法人京

都大学 iPS 細胞研究財団財産管理運用規程に基づき、当該有価証券等の管理及び運用を

行うものとする。 

３ 第１項の買換えにより、固定資産を取得した場合は、公益財団法人京都大学 iPS 細胞研

究財団固定資産管理規程に基づき、当該固定資産の管理を行うものとする。 

 

（理事会への報告） 

第９条 委員会は、毎事業年度に１回、基金の運営状況について理事会に報告するものとす

る。 

 

（基金明細書） 

第１０条 基金については、基金の状況等を明らかにした基金明細書を作成し、毎事業年度

終了後３月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第３条に規定

する行政庁に提出するとともに、その写しを、基金明細書を作成した日の属する事業年度

の翌年度の開始の日から５年間、財団の主たる事務所に保存するものとする。 

 

（事業年度） 

第１１条 基金の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。 

 

（事務） 

第１２条 基金に関する事務は、社会連携室及び財務室において処理する。 

 

（規程の改廃） 

第１３条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

（基金の管理運営） 

第１４条 本規程に定めるもののほか、基金の管理及び運用に関し必要な事項は、委員会に

おいて決定する。 

 

附 則 

この規程は、令和６年１２月１２日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和７年７月１日から施行する。 

 

 


